
部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名

地域連
携部

第７６回国民体
育大会開催準
備事業費

第７６回国民体
育大会開催準
備事業費

567,739 303,730

①第７６回国民体育大会開催準備事業
平成３３年の第７６回国民体育大会（三重とこわか国体）に向けて、開催県
や開催予定県から情報を収集し、準備委員会総会等を開催するとともに、輸
送交通や宿泊、式典への対応、競技役員の養成、県民への周知など、開催
準備を円滑に推進する。
②第７６回国民体育大会市町競技施設整備費補助金
第７６回国民体育大会の競技会場となる施設の整備促進を図り、大会の円
滑な運営に資するため、市町が行う競技施設の整備事業に要する経費につ
いて補助を行う。

競技スポー
ツの推進

地域連
携部

三重県国民体
育大会運営基
金積立金

三重県国民体
育大会運営基
金積立金

50,269 50,000

第７６回国民体育大会の運営経費について、財源の平準化を行うことによ
り、財政面での不安を払拭し、国体開催に向けた県民の機運の醸成を図る
とともに、大会の円滑な運営に資することを目的に三重県国民体育大会運
営基金を設置し積立を行う。

競技スポー
ツの推進

地域連
携部

競技力向上対
策事業費

競技力向上対
策事業費 340,000 177,020

①平成３３年の第７６回国民体育大会（三重とこわか国体）において天皇杯・
皇后杯の獲得を目標とし、総合的・計画的に競技力向上対策を進める。
②素質のあるジュニア・少年選手を確実に成長させ、安定的な競技成績を出
すとともに、三重とこわか国体の後も継続して将来の三重の競技スポーツを
担う人材を育む。
③全国、国際スポーツ競技大会において優秀な成績を収め、広く県民にス
ポーツの範となり、県民の士気高揚に貢献したものについて、表彰する。

競技スポー
ツの推進

地域連
携部

競技力向上対
策事業費

国民体育大会
派遣事業費 88,927 0 国民体育大会及び国民体育大会東海大会へ選手及び監督を派遣する。 競技スポー

ツの推進

地域連
携部

第２１回全国障
害者スポーツ大
会開催準備事
業費

第２１回全国障
害者スポーツ大
会開催準備事
業費

13,429 13,420

平成３３年の第２１回全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）に向け
て、会場地の選定、競技役員やボランティア等の養成、県民への周知など開
催準備を進める。

競技スポー
ツの推進

地域連
携部

スポーツ施設整
備運営費

県営松阪野球
場事業費 30,532 21,532

三重県営松阪野球場の効果的な施設管理を行うため、指定管理者による
管理運営を実施するとともに、利用促進を図るため、必要な施設整備を行
う。

競技スポー
ツの推進

地域連
携部

スポーツ施設整
備運営費

県営ライフル射
撃場事業費 731 729

三重県営ライフル射撃場の運営を効率的に行い、利用者が利用しやすく、
スポーツに親しむことができる場の提供を行い、利用者サービスの充実を図
る。

競技スポー
ツの推進

地域連
携部

スポーツ施設整
備運営費

三重交通Ｇス
ポーツの杜伊勢
事業費

252,511 61,204

①三重交通Ｇスポーツの杜伊勢管理運営費
三重交通Ｇスポーツの杜伊勢の効率的な施設管理を行うため、指定管理
者による管理運営を実施する。
②三重交通Ｇスポーツの杜伊勢施設整備費
中核的スポーツ施設として、所要の整備及び施設環境の充実を図る。
③五十鈴公園管理運営費
五十鈴公園の適切な維持管理を行う。

競技スポー
ツの推進

地域連
携部

スポーツ施設整
備運営費

三重交通Ｇス
ポーツの杜鈴鹿
事業費

417,955 325,654

①三重交通Ｇスポーツの杜鈴鹿管理運営費
三重交通Ｇスポーツの杜鈴鹿の効率的な管理運営を行うため、指定管理
者による管理運営を実施する。
②三重交通Ｇスポーツの杜鈴鹿施設整備費
中核的スポーツ施設として、所要の整備及び施設環境の充実を図る。

競技スポー
ツの推進

地域連
携部

スポーツ施設整
備運営費

新三重武道館
整備費補助金 50,610 50,610 新三重武道館の整備に係る補助金。 競技スポー

ツの推進

地域連
携部

スポーツ施設整
備運営費

広域的拠点ス
ポーツ施設整備
費補助金

50,000 0
「三重県スポーツ施設整備計画」に基づき、市町が「広域的拠点施設」を新
築又は改築する場合に一定の支援を行う。 競技スポー

ツの推進

地域連
携部

スポーツ施設整
備運営費

指定管理者選
定事業費 545 545

県営スポーツ施設（三重交通Ｇスポーツの杜鈴鹿、三重交通Ｇスポーツの
杜伊勢、県営松阪野球場、県営ライフル射撃場）の指定管理者を選定する
委員会を開催する。

競技スポー
ツの推進

地域連
携部

体育スポーツ振
興基金積立金

体育スポーツ振
興基金積立金 333,915 330,897

三重県の行う体育スポーツの普及振興を図るための事業に要する財源に
充てる。

地域スポー
ツと障がい
者スポーツ
の推進

地域連
携部

地域スポーツ推
進事業費

地域スポーツ推
進事業費 40,881 2,268

地域スポーツ推進のためのスポーツ環境づくりをする。
・スポーツ推進月間の趣旨に基づくイベント等の開催。
・第２次三重県スポーツ推進計画の策定。
・総合型地域スポーツクラブの情報を収集し、広域的・専門的な支援を実施
し、クラブの安定した運営を目指す。
・地域スポーツに携わる指導者養成講習会の開催。
・生涯スポーツ功労者及び生涯スポーツ優良団体の表彰。
・スポーツ関係団体が行う事業等の支援。 など

地域スポー
ツと障がい
者スポーツ
の推進

地域連
携部

地域スポーツ推
進事業費

地域スポーツイ
ベント開催事業
費

15,584 0

地域スポーツイベントの開催により、県内のスポーツ推進を図る。
①みえスポーツフェスティバル開催事業
県民に幅広いスポーツ・レクリエーション活動を実践する場を提供すること
により、スポーツ・レクリエーション活動の普及・推進を図り、誰もがスポーツ
に親しむことができる環境づくりを進める。
②美し国三重市町対抗駅伝開催事業
県内のスポーツ推進を図るため、ジュニア世代の発掘・育成とスポーツを
「する」「みる」「支える」全ての県民の意識高揚を目的として開催する。併せ
て、県内各市町の活性化及び市町相互のさらなる交流・連携の促進を目指
す

地域スポー
ツと障がい
者スポーツ
の推進



地域連
携部

地域スポーツ推
進事業費

スポーツを通じ
た地域の活性
化支援事業費

6,398 2,492

スポーツイベントの誘致等スポーツを通じ、地域の活性化を支援する。
①東京オリンピック・パラリンピックのキャンプ地誘致等に取り組む。
②東京オリンピック・パラリンピックに向けた機運醸成を図る取組を行う。
③スポーツによる地域活性化を図る市町等に対して支援を行う。
④「みえのスポーツ応援隊」の普及啓発及び活用。
⑤三重県からJリーグクラブの誕生を目指した調査研究を行う。

地域スポー
ツと障がい
者スポーツ
の推進

地域連
携部

南部地域活性
化事業費

南部地域活性
化推進事業（総
合調整事業）費

2,329 2,329
南部地域活性化推進協議会において、各種取組の進捗状況の共有や基
金を活用した事業の検討・協議を行う。 南部地域の

活性化

地域連
携部

南部地域活性
化事業費

子どもの地域学
習推進事業費 500 0

複数市町が連携して行う、若者が地域について学び、愛着を育むとともに
将来の地域を担う人材を育てる取組について、南部地域活性化基金等を活
用して支援する。

南部地域の
活性化

地域連
携部

南部地域活性
化事業費

選ばれる南部
地域を目指して
推進事業費

7,936 0

地域おこし協力隊等を対象に、活動内容に合わせたアドバイスや研修を行
う。
また、南部地域での生き生きとした暮らし等を情報発信するとともに、地域
への関心を深めるための交流会を開催するなど、市町の定住に向けた取組
について、南部地域活性化基金等を活用して支援する。

南部地域の
活性化

地域連
携部

南部地域活性
化事業費

南部をめぐるバ
イク旅促進事業
費

5,000 0

複数市町が連携して行う、ライダーに向けて南部地域の魅力ある観光ス
ポット等の情報を発信することで誘客促進や産業振興等を図る取組につい
て、南部地域活性化基金等を活用して支援する。

南部地域の
活性化

地域連
携部

南部地域活性
化事業費

豊かな自然を活
かしたアウトドア
スポーツまるご
とＰＲ事業費

1,700 0

複数市町が連携して行う、南部地域の豊かな自然をいかしたアウトドアス
ポーツの魅力を発信することで誘客促進や産業振興等を図る取組につい
て、南部地域活性化基金等を活用して支援する。

南部地域の
活性化

地域連
携部

南部地域活性
化事業費

地域インターン
推進事業費 2,650 0

複数市町が連携して行う、南部地域の小規模事業者等を対象としたイン
ターンシップを実施することでＵ・Ｉターン就職を促進する取組について、南部
地域活性化基金を活用して支援する。

南部地域の
活性化

地域連
携部

東紀州活性化
推進事業費

東紀州地域活
性化推進費 2,687 2,678

熊野古道の保全と活用を図ることを目的に熊野古道協働会議を開催する
など、東紀州地域の活性化に係る諸課題に対応する。 東紀州地域

の活性化

地域連
携部

東紀州活性化
推進事業費

東紀州地域振
興推進事業費 4,029 4,029

東紀州地域振興公社において、地域と一体となって、観光振興、産業振
興、まちづくりの取組を総合的に推進し、地域の活性化につなげる。 東紀州地域

の活性化

地域連
携部

東紀州活性化
推進事業費

選ばれる東紀
州地域を目指し
て産業活性化
支援事業費

9,123 9,123

選ばれる東紀州地域をめざして、東紀州地域の市町や関係団体が連携し
て行う地域産品の高付加価値化や販路拡大、観光サービスのブラッシュアッ
プ等の取組を支援し、地域産業の活性化、雇用の拡大を図ることにより、東
紀州地域の持続的な発展につなげる。

東紀州地域
の活性化

地域連
携部

東紀州活性化
推進事業費

世界に拓く東紀
州観光地域づく
り支援事業費

5,855 2,928

東紀州地域の市町等が連携して行う観光地域づくりを促進するため、市町
等によるインバウンドの受入環境整備や観光専門人材の育成等の取組を支
援し、東紀州地域の地方創生につなげる。

東紀州地域
の活性化

地域連
携部

東紀州地域集
客交流推進事
業費

熊野古道セン
ター運営事業費 68,266 68,266

熊野古道センターにおいて、熊野古道を核とする魅力ある企画展や地域と
連携した交流イベントの実施、情報発信等により集客交流を促進する。 東紀州地域

の活性化

地域連
携部

東紀州地域集
客交流推進事
業費

紀南中核的交
流施設整備事
業費

285,437 285,408

紀南中核的交流施設において、事業者の独立採算により運営を行うことを
条件とし、整備等にかかる費用の一部を補助することにより集客交流を促進
する。

東紀州地域
の活性化

地域連
携部

世界遺産熊野
古道対策推進
事業費

「吉野・高野・熊
野の国」事業費 1,342 748

奈良県、和歌山県と連携して、世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の情
報発信やイベントの開催などにより世界遺産を核とした紀伊半島の広域観
光を推進する。

東紀州地域
の活性化

地域連
携部

世界遺産熊野
古道対策推進
事業費

熊野古道活用
促進事業費 18,435 8,749

熊野古道の価値を次世代に伝える体制づくりや、伊勢から熊野をつなぐ環
境整備等に取り組むことにより、交流人口の拡大と地域経済の活性化を図
る。

東紀州地域
の活性化

地域連
携部 半島振興費 半島振興関係

負担金 177 177
全国２１道府県で構成する半島地域振興対策協議会に参加し、他地域と
の連絡調整や要望活動を行い、半島地域の振興を図る。

中山間地
域・農山漁
村の振興

地域連
携部

過疎・離島等振
興対策費

離島航路支援
事業費 11,823 11,823

離島航路事業の維持・改善を図り、離島地域の振興及び住民の生活の安
定に資するため、離島航路事業者に対し、離島航路整備事業補助金を交付
する。

中山間地
域・農山漁
村の振興

地域連
携部

過疎・離島等振
興対策費

離島振興対策
協議会負担金 218 218

離島振興対策に関する共通の課題を抱えた地方公共団体で構成する離島
振興対策協議会に参加し、協議会が行う情報提供や研修会等を活用し、施
策の参考とする。

中山間地
域・農山漁
村の振興

地域連
携部

過疎・離島等振
興対策費

全国過疎地域
自立促進連盟
負担金

399 399

過疎地域の市町村や関係都道府県等で構成する全国過疎地域自立促進
連盟に参加し、全国規模で対策を検討するとともに、同連盟が行う情報提供
や研修会を活用することで施策の参考とする。

中山間地
域・農山漁
村の振興

地域連
携部

過疎・離島等振
興対策費

地域活性化支
援事業費 3,143 3,143

過疎地域等条件不利地域において、魅力と活力ある地域づくりを推進する
ため、市町が行う住民の身近な生活課題を解決するための取組や地域の特
色を生かした活性化の取組に対して支援する。

中山間地
域・農山漁
村の振興

地域連
携部

中山間地域支
援事業費

みえのみらいづ
くり塾開催事業
費

4,352 4,352

中山間地域等において、住民が主体となった地域づくり活動に意欲のある
将来の担い手などを対象に、地域づくりに関するワークショップ手法の学習
などを含む研修を市町と連携して実施し、今後の地域活動を担う人材を育成
する。

中山間地
域・農山漁
村の振興



地域連
携部

移住促進事業
費

ええとこやんか
三重移住促進
事業費

37,421 19,364

市町や関係機関と連携し、地域の小規模事業者や伝統産業の承継（担い
手）など、多様な就労情報を掘り起こすとともに、大都市圏においてプロモー
ションを展開することなどにより、ワークもライフも充実した三重での「暮らし
方」の魅力を発信する。また、移住の決定に有効な、地域と交流する機会を
創出する現地訪問への誘導を強化する。

移住の促進

地域連
携部

移住促進事業
費

移住促進のた
めの市町支援
事業費

360 360

多様な就労情報の掘り起こしやワークもライフも充実した「暮らし方」の発
信について、その効果的な方法や課題を県・市町が相互に情報共有し、検
討する機会を設ける。 移住の促進

地域連
携部

みえの地域づく
り活動促進事業
費

地域づくり関係
団体事業費 1,171 1,171

各市町や地域における個性豊かで魅力ある地域づくりに向けた活動を支
援する。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

特定振興地域
推進費

特定振興地域
推進事業費 12,470 12,469

大仏山地域の維持管理を行うとともに、土地利用の具体化に向けた森林
保全活動等の実施及び鈴鹿山麓リサーチパークの活性化の推進を行う。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

特定振興地域
推進費

奥伊勢湖環境
保全対策協議
会負担金

5,000 5,000
奥伊勢湖の豊かな自然環境を守るための活動を行う、奥伊勢湖環境保全
対策協議会へ負担金を支払う。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

地方拠点都市
地域振興事業
費

地方拠点都市
地域事業促進
費

41,393 40,766
上野新都市拠点地区に設置した「三重県立ゆめドーム」について、指定管
理により適切な管理運営を行う。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

伊勢志摩であい
交流スクエア整
備事業費

伊勢志摩であい
交流スクエア整
備事業費

128,226 -728
まつり博跡地の土地利用を図るとともに、整備用地の維持管理を行い、産
業用地として企業誘致を図る。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

地域づくり調整
事業費

地域づくり調整
事業費 22,649 22,204

「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」の取組等により、住民に最も身
近な自治体である市町との連携を強化して、市町や地域の実情に応じた地
域づくりの支援等に取り組む。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部 地域連携費 地域連携諸費 23,826 23,747 地域連携部の諸用務を円滑に運営するための必要経費 市町との連

携による地
域活性化

地域連
携部

木曽岬干拓地
整備事業費

木曽岬干拓地
整備事業費 990,136 48,597

木曽岬干拓地の維持管理を行うとともに、土地利用についての取組を進め
る。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

宮川流域圏づく
り推進事業費

宮川流域圏づく
り推進事業費 2,912 2,912

地域が主体的に取り組む地域づくりを促進していくため、「宮川流域ルネッ
サンス協議会」に参画し、宮川流域圏づくりを推進する。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

地方連絡調整
費

地方連絡調整
費 47,372 47,141

地域防災総合事務所及び地域活性化局において連絡調整等を行うために
必要な経費

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部 市町振興費 市町振興事務

費 8,481 -146,390
市町が行政運営を適正かつ的確に処理するとともに、安定的な財政運営
を行うことができるよう、適切な助言や支援を行う。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部 市町振興費

住民基本台帳
ネットワークシス
テム整備事業
費

69,441 69,441

住民の利便性を向上させるとともに、国及び地方公共団体の行政事務処
理の合理化に資するため、市町村の区域を超えた住民基本台帳に関する事
務処理及び国の行政機関等に対する本人確認情報の提供を行う。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部 市町振興費 三重県自治会

連合会補助金 350 350

地域住民の自治活動を一層活発にし、地域福祉の向上に資するため、各
地域自治会間の連携強化及び情報交換が図られるよう、三重県自治会連
合会活動を支援する。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部 市町振興費

資産評価システ
ム研究センター
負担金

700 700

調査研究や研修会への参加を通じ、資産評価に関する知識の習得と向上
を図ることで、市町税制の適正な運営に寄与することができるため、一般財
団法人資産評価システム研究センターの会員として会費を負担する。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

自衛官募集事
務費

自衛官募集事
務費 731 0

自衛官または自衛官候補生の募集に関する事務を法定受託事務として行
う。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

市町村振興事
業基金交付金

市町村振興事
業基金交付金 737,739 0

公益財団法人三重県市町村振興協会が行う、市町（一部事務組合を含
む）の事業等に対する貸付資金、災害時の融資事業、調査研究等の財源と
するため、全国市町村振興宝くじの収益金を同協会に交付する。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

特例処理事務
交付金

特例処理事務
交付金 132,661 132,661

知事の権限に属する事務のうち、市町長に権限を移譲した法令に基づく事
務の執行等に要する経費を、市町に交付する。

市町との連
携による地
域活性化

地域連
携部

航空ネットワー
ク形成事業費 航空関係費 16,367 16,367

〔目的〕
広域交通ネットワーク機能の向上
〔効果〕
地域間の交流・連携の促進、国際競争力の強化
〔内容〕
中部国際空港、関西国際空港及び高速アクセス船の利用促進、両空港の
機能強化

公共交通の
確保と活用

地域連
携部

高速鉄道ネット
ワーク形成事業
費

リニア中央新幹
線関係費 9,000 9,000

〔目的〕
広域交通ネットワーク機能の向上
〔効果〕
地域間の交流・連携の促進、国際競争力の強化
〔内容〕
2027年のリニア中央新幹線部分開業（東京・名古屋間）とその後の大阪ま
での全線開業に向け、沿線の府県市等と連携してリニア開業効果を最大化
させるための取組を進める。

公共交通の
確保と活用



地域連
携部

鉄道活性化促
進事業費

鉄道活性化促
進事業費 677 677

〔目的〕
生活交通の維持・確保
〔効果〕
鉄道は、重要な公共交通機関として地域振興、観光振興、地域住民の生
活の向上などに寄与するとともに、その整備及び利用促進は、エネルギー効
率、大気環境保全の観点からも効果が見込まれる。
〔内容〕
地域、事業者や関係地方公共団体とともに協議会等を組織し、鉄道の利
便性の向上や利用促進を図り、整備促進につなげていく。

公共交通の
確保と活用

地域連
携部

生活交通活性
化促進事業費

鉄道利便性・安
全性確保等対
策事業費

152,456 63,456

〔目的〕
生活交通の維持・確保
〔効果〕
安全運行にかかる鉄道事業者の経費負担を軽減することにより、路線の
継続が見込まれる。
〔内容〕
安全運行を目的として地域鉄道事業者が実施する事業に対して、国や市
町と協調して補助を行う。

公共交通の
確保と活用

地域連
携部

生活交通活性
化促進事業費

地方バス路線
維持確保事業
費

254,921 254,921

〔目的〕
生活交通の維持・確保
〔効果〕
地方バスの利用促進を図るとともに、地域間系統バス路線の運行に要す
る負担を軽減することにより、路線の継続が見込まれる。
〔内容〕
複数市町をまたぐ地域間の幹線バスの運行経費等について、住民、市町、
事業者等が参画する県協議会で協議し、国と協調して補助するほか、ＮＰＯ
等が運営するバスを支援する市町に対して補助する。また、市町の交通会
議に参画し、地域公共交通の維持・確保を図る。

公共交通の
確保と活用

地域連
携部

モビリティ・マネ
ジメント推進事
業費

モビリティ・マネ
ジメント力育成
事業費

847 847

〔目的〕
生活交通の維持・確保
〔効果〕
公共交通を適切に利用する文化の醸成及び公共交通の利用促進
〔内容〕
様々な観点から、自家用車や公共交通などの移動手段を適切に使い分け
る「モビリティ・マネジメント（ＭＭ）」を多様な主体と連携して推進する。

公共交通の
確保と活用

地域連
携部

広域鉄道維持
確保対策事業
費

伊勢鉄道基盤
強化等対策事
業費

83,707 107

〔目的〕
県内の交通体系に広く影響を及ぼす伊勢鉄道伊勢線の維持・確保、整備。
〔効果〕
伊勢鉄道の設備が整備され、安全運行のための基盤強化を図ることで、広
域鉄道として維持・確保ができる。
〔内容〕
第三セクター伊勢鉄道株式会社が行う、老朽化対策、安全対策のための
設備整備事業に対して支援を行う。（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費
補助金、地域交通体系整備費補助金）

公共交通の
確保と活用

地域連
携部

広域鉄道維持
確保対策事業
費

地域交通体系
整備基金積立
金

446,669 234,000

〔目的〕
県内の交通体系に広く影響を及ぼす伊勢鉄道伊勢線の維持・確保、整備。
〔効果〕
第三セクター伊勢鉄道株式会社の経営基盤の強化が図られ、伊勢鉄道伊
勢線の維持・確保ができる。
〔内容〕
三重県地域交通体系整備基金への積立
三重県地域交通体系整備基金の運用収益の編入

公共交通の
確保と活用

地域連
携部

自動車運転代
行業事業費

自動車運転代
行業関係費 76 76

〔目的〕
自動車運転代行利用者の保護
〔効果〕
自動車運転代行業における利用者保護の確保
〔内容〕
県公安委員会からの協議に対して県は利用者保護の観点から主に損害賠
償措置の状況について判断して同意する。また、事後チェックとして自動車
運転代行業者に対して立入検査を実施する。

公共交通の
確保と活用

地域連
携部

水資源確保対
策事業費

木曽三川水源
造成公社貸付
金

22,089 13,287

水資源の涵養を図り災害を防止するために、戦後荒廃していた木曽三川
の上流域において、多面的機能を持つ水源林の造成を目的として、昭和４４
年に三県一市で社団法人木曽三川水源造成公社を樹立した。同法人にお
いては、平成１０年度までに10,931haを造成し、現在は主に造林地の保有保
護事業を行っている。この法人に引き続き資金の一部を貸し付ける。
三重県負担割合：6.25％（岐阜県：50.0％、愛知県：37.5％、名古屋市：
6.25％）

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

水資源確保対
策事業費

工業用水道事
業会計出資金 298,364 298,364

長良川河口堰の建設事業は平成６年度に完了しており、その工業用水に
係る償還金と管理費を一般会計から企業会計へ出資する。

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

水資源確保対
策事業費

全国水需給動
態調査費 247 0

地域別の水需給の現状と動向を把握することにより、「全国総合水資源計
画」との整合性の検討、及び、必要な基礎資料の集積による総合的な施策
の推進に資することを目的として、国土交通省から委託して全国水需給動態
調査を実施。
調査方法：国から委託（国10/10）
調査内容：水需給動向調査および特定課題調査

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用



地域連
携部

県土有効利用
事業費

国土利用計画
費 1,001 1,001

(1)三重県国土利用計画及び土地利用基本計画の変更
国土利用計画法第７条及び第９条に基づき定められた三重県国土利用計
画（第４次）及び土地利用基本計画を、国が平成２７年に定めた第五次国土
利用計画に基づくよう、変更する。
(2)土地利用現況調査
三重県の土地利用の状況を把握するため、地目別面積及び公共施設用
地面積を調査する。

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

県土有効利用
事業費

土地取引届出
勧告事務費 2,424 2,417

国土利用計画法に基づき、土地売買等届出の審査を行い、適正な土地利
用を図る。

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

県土基礎調査
推進事業費

地籍調査費負
担金 130,107 43,369

土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速化等に資するた
め、地籍の明確化を図ることとし、国土調査促進特別措置法に基づき、津市
他２３市町の地籍調査を実施する。

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

県土基礎調査
推進事業費

国土調査事業
費 510 274

国土調査促進特別措置法に基づく地籍調査を実施する市町の指導や研修
等による啓発を行うとともに、休止市町に対して調査を促す。

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

県土基礎調査
推進事業費 地価調査費 23,270 23,221

(1)県内全域の基礎となる地点の地価調査を実施する。
(2)不動産鑑定業の指導監督を行う。

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

県土基礎調査
推進事業費

地籍整備推進
調査費補助金 1,724 1,724

民間開発や公共事業との既存測量・調査の成果を地籍調査の成果とする
ために、測量・調査を実施する。

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

県土基礎調査
推進事業費

社会資本整備
円滑化地籍整
備交付金

97,095 32,365

社会資本整備を計画している地域において、事前に土地の権利関係を明
確にする地籍調査を行うことで、用地取得の円滑化等による事業効果の早
期実現を図る。
また、津波、洪水、土地災害等が発生した場合、土地境界情報を整備して
おくことで、現況復旧が容易になることから、防災・減災等に貢献する。

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

県土基礎調査
推進事業費

土地利用調査
諸費 2,533 0 国土交通省が実施する法人土地・建物基本調査を受託し実施する。

水資源の確
保と土地の
計画的な利
用

地域連
携部

最適なＩＴ利活用
を実現するため
の仕組みの確
立事業費

ＩＴ投資の効率
化事業費 77,399 51,815

ＩＴ調達・管理コストの適正化を推進するため、ＣＩＯ補佐業務等を委託する
とともに、共通機能基盤の提供により、全庁情報システム運用の効率化に取
り組む。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

最適なＩＴ利活用
を実現するため
の仕組みの確
立事業費

職員ＩＴリテラ
シー向上事業
費

359 359
情報システムを担当する職員等を対象とする各種ＩＴ研修を受けさせるな
ど、行政における情報化の基盤となる人材の育成を推進する。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

地域情報化の
推進事業費

地域情報化推
進事業費 76,550 69,763

住民サービスの向上や行政運営の効率化をめざして、市町と共同で電子
自治体の構築を推進するとともに、共有デジタル地図の更新を行う。
また、公的個人認証サービスにおける電子証明書の発行業務について、
「地方公共団体情報システム機構法」に基づき、その経費を負担する。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

ＩＴを利活用した
行政サービスの
提供事業費

申請・届出等オ
ンライン受付シ
ステム整備推進
事業費

17,800 17,800
電子申請・届出システムの安定運用を行い、いつでも、どこからでも県への
行政手続きができる電子自治体を推進する。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

ＩＴを利活用した
行政サービスの
提供事業費

地理空間情報
活用推進事業
費

8,814 8,814
地理情報システム（ＧＩＳ）の運用を行い、行政情報を視覚的に参照可能に
するとともに、県民との情報共有や情報交流を進め、業務の効率化を図る。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

情報ネットワー
ク及び行政情報
システムの整備
と適正な運用事
業費

セキュリティ対
策推進事業費 100,189 60,528

ファイアウォールやウィルス対策ソフト等の技術的対策を講じることにより、
情報セキュリティ対策を推進する。
また、自治体情報セキュリティクラウド、行政ＷＡＮユーザ認証システム及
びバックアップ回線等の安定的な運用を行い、情報セキュリティの確保に努
める。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

情報ネットワー
ク及び行政情報
システムの整備
と適正な運用事
業費

総合行政ネット
ワーク整備推進
事業費

36,961 36,961

全国の地方公共団体相互間及び国の政府共通ネットワークとも接続する
セキュリティに優れた専用線ネットワークである総合行政ネットワーク（ＬＧＷ
ＡＮ）にかかる運用経費を負担するとともに、維持管理を行う。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

情報ネットワー
ク及び行政情報
システムの整備
と適正な運用事
業費

情報ネットワー
ク維持管理費 388,878 292,936

・全庁の情報通信基盤となる県情報ネットワークや各種システムの整備、安
定的な運用を行うとともに、県有光ファイバーケーブルの維持管理及び貸付
を行う。
・業務用ネットワークと分離した個人情報利用事務系ネットワーク及びイン
ターネット接続環境の安定運用に努める。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

情報ネットワー
ク及び行政情報
システムの整備
と適正な運用事
業費

電子県庁総合
システム運用管
理費

281,994 94,580
全庁の情報システムの基盤となる行政ＷＡＮ用一人一台パソコンの整備及
び総合ヘルプデスクの運用などを行い、庁内の情報化を推進する。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

情報ネットワー
ク及び行政情報
システムの整備
と適正な運用事
業費

総合文書管理
システム整備推
進事業費

53,517 53,517

文書の起案、決裁、保存、情報公開を経て廃棄に至るまでのライフサイク
ル全般を電子化した総合文書管理システムにより、県庁組織内で情報共有
するとともに、県民に対する情報公開、情報提供を積極的に推進する。

情報システ
ムの安定運
用



地域連
携部

情報ネットワー
ク及び行政情報
システムの整備
と適正な運用事
業費

庁内情報共有
化推進事業費 16,292 16,292

ビデオ会議システム、グループウェアシステム、ＥＵＣ（エンドユーザコン
ピューティング）に係るシステム等を整備、運用することにより、庁内の情報
共有を促進し、行政運営の高度化、効率化を図る。

情報システ
ムの安定運
用

地域連
携部

選挙管理委員
会総務費

選挙管理委員
会委員報酬 5,457 5,457 三重県選挙管理委員会委員報酬（委員長1名、委員3名） 行政委員会

地域連
携部

選挙管理委員
会総務費

選挙管理委員
会関係団体負 408 408 選挙管理委員会の関係団体に対する負担金 行政委員会

地域連
携部

選挙管理委員
会総務費

選挙管理委員
会総務費 650 638

三重県選挙管理委員会の運営及び市町選挙管理委員会への助言等を行
う。 行政委員会

地域連
携部 政党助成費 政党助成費 364 0

政党助成法に基づき、国が政党に対して交付する政党交付金について、そ
の使途等の報告にかかる事務の一部を受託し、支部報告書、支部総括文書
及び監査意見書の保存、閲覧を行う。 行政委員会

地域連
携部

明るい選挙推進
費

明るい選挙推進
関係負担金 400 400 明るい選挙を推進するための関係団体等に対する負担金 行政委員会

地域連
携部

明るい選挙推進
費

明るい選挙推進
費 2,043 2,043

公明かつ適正な選挙の実現のため、選挙人の政治意識の向上に努めると
ともに、選挙に関する事項を選挙人に周知させるため、選挙啓発の推進を行
う。
また、公職選挙法改正に伴う選挙権年齢の引き下げを契機として、若者向
けの選挙啓発を強化・充実する。

行政委員会

地域連
携部

知事選挙臨時
啓発費

知事選挙臨時
啓発費 3,537 3,537 平成31年4月20日任期満了に伴う三重県知事選挙の臨時啓発を行う。 行政委員会

地域連
携部

県議会議員選
挙臨時啓発費

県議会議員選
挙臨時啓発費 2,000 2,000

平成31年4月29日任期満了に伴う三重県議会議員選挙の臨時啓発を行
う。 行政委員会

地域連
携部

在外選挙特別
経費

在外選挙特別
経費市町交付
金

186 0
在外選挙人名簿への登録等のため、市町選挙管理委員会が要した経費に
ついて、その実績に基づき交付する。 行政委員会

地域連
携部 知事選挙費 知事選挙市町

等交付金 223,464 223,464
平成31年4月20日任期満了に伴う三重県知事選挙執行に要する市町等へ
の交付金 行政委員会

地域連
携部 知事選挙費 知事選挙費 35,829 35,829

平成31年4月20日任期満了に伴う三重県知事選挙執行に要する事務を行
う。 行政委員会

地域連
携部

県議会議員選
挙費

県議会議員選
挙市町等交付
金

128,714 128,714
平成31年4月29日任期満了に伴う三重県議会議員選挙執行に要する市町
等への交付金 行政委員会

地域連
携部

県議会議員選
挙費

県議会議員選
挙費 31,353 31,353

平成31年4月29日任期満了に伴う三重県議会議員選挙執行に要する事務
を行う。 行政委員会

地域連
携部 給与費 人件費 2,601,876 2,601,876 地域連携部職員（選挙管理委員会書記を除く）人件費 人件費

地域連
携部

選挙管理委員
会総務費 人件費 37,248 37,248 選挙管理委員会事務局書記人件費 人件費

地域連
携部 地域連携費 交際費 128 128

地域連携部を代表して社会通念上必要と認められる接遇、儀礼、交際など
を行い、部の業務、目的を円滑に実現するための経費 その他

地域連
携部

選挙管理委員
会総務費 交際費 26 26 三重県選挙管理委員会委員長交際費 その他


